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5 月 24 日大阪、6 月 5 日東京での事前討論会を経て、

6 月 12日の交渉当日は福島からの 5名をはじめ 47名

が参加し、放射線のホント撤回署名の第 2 回提出と、

復興庁、原子力災害対策本部、原子力規制庁、資源エ

ネルギー庁との交渉を行いました。昨年 7 月、12 月の

交渉で拒否されたビデオ撮影を今回は認めさせました。 
 

１． １5万 910筆の署名を背景に、「放射線のホント」撤回を迫りました。 

冒頭に12万9676筆を追加提出し、署名は累計15万

筆を超えました。ご協力いただいた約60団体と各地の

皆様、ありがとうございます。 

（１）復興庁は、「批判があることは承知している」と

初めて「批判」を認めた。 

これは、15万筆を超える「放射線のホント」撤回署

名、滋賀県野洲市の「放射線副読本」回収・公表され

ていないが各地の市レベルでの「放射線副読本」留め

置きなど、福島原発事故被害をなかったことにする政

府の「風評払拭・リスクコミニュケーション強化戦略」

に対する批判が表面化し、無視できなくなったことを

示しています。しかし、復興庁は、「だからと言って、

内容の撤回までは考えていない。根拠をもって書いて

いる。」と強弁しました。 

これに対して、福島の参加者から、「避難指示が解除

されたが戻ってみると事故前と状況が一変している。

居住者は高齢者中心で子どもが激減し、放射線被ばく

の不安の中で暮らしている。生活環境が整っていない。

「今後の癌の増加は予想されず」はとんでもない。甲

状腺がんについて、子どもを給水に並ばせ被ばくさせ

た母親は後悔している。国は国策で原発を推進した事

の上に立って見解を示せ。野菜不足と同じ土俵で語ら

れているが直ちに影響はないという事で被ばくを強い

られた。人権の問題だ。」など、批判が続きました。 

（２）人権侵害の「復興政策」 

追及の中で、例えば、子育て世代を中心に住民が戻

りたくても戻れない状況、浪江町では小中合わせて事

故前2000人だったが今は10人という状況について、

復興庁は、人々が放射線被ばくの危険を感じているこ

とが根底にあることには一切触れず、「避難の期間」の

み言及しました。復興庁は、昨年7月5日の交渉で、

「放射線防護の必要性は認めるが、放射線防護は厚労

省で、復興庁はその立場ではない」と回答しています。 

長期に及ぶ放射線被ばくやその被害を無視した「復

興政策」は人権侵害です。 

（３）福島原発事故の被ばくは「公衆の被ばく線量限

度年１ｍSvの法令」違反だと追及 

復興庁は「一般公衆の被ばく線量限度の規制は設け

られていない。これが政府としての見解である。」と原

子力規制庁から聞いていると回答しましたが、具体的

な質問に対しては、「法的なことは原子力規制庁に聞い

てほしい」と逃げ続けました。 

（４）100mSv以下で健康影響が検出されている「子ど

ものCT検査の被ばく影響調査」に一切見解を示さず 

復興庁は「放射線のホント」で「100mSv以下で放射

線被ばくの健康影響は検出困難」としています。正面

から議論に応じない無責任な対応でした。 

全国に署名を広め、「放射線のホント」撤回に追い

込みましょう。第５次集約は８月３１日です。 

 

２． 「公衆の被ばく限度年１mSvは法令で守られている（担保されている）」と認めました。 

（１）「一般公衆の被ばく線量限度の規制は設けられて

いない。」と門前払いしてきた政府 

放射線被ばくを規制する現行法体系は、ICRP1990年勧

告を取り入れて、2001 年 4 月から施行されています。

この現行法体系で、公衆の被ばく線量限度は年間１mSv

として法令で守られています。しかし政府は、福島原

発事故で多数の住民が「公衆の被ばく限度を超える被

ばくを被った」ことについての質問や追及を門前払い

してきました。９団体政府交渉でも、過去にも、また、

前回の交渉でも、そのような対応を受けました。 

（２）原子力規制庁は「公衆の被ばく限度年１mSv は

法令で守られている（担保されている）」と認めた。 

今回、「ICRP1990 年勧告の国内制度等への取入れに

ついて意見具申（1988 年 6 月放射線審議会）」をテコ

に原子力規制庁を追及しました。 

原子力規制庁は、①放射線審議会の意見具申引用部

分、②山本太郎参議院議員の「放射線被ばく環境下に

おける居住に関する質問主意書」に対する答弁書（2013

年 12月）の「原子炉施設から放出される放射性物質に

関しては、原子炉施設の周辺監視区域外における一般

公衆の被ばく線量が年間１ｍSv 以下となるよう告示

濃度限度を定めている。」との記載。、③線量告示は放

射線審議会の意見具申を踏まえて作成している。、「公

衆の被ばく限度年１mSv」を担保するために線量告示を



定めている。の３点を認め、「公衆の被ばく限度年１mSv

は法令で担保されている」に同意しました。 

福島原発事故の被ばくは「公衆の被ばく限度年１mSv

の法令」違反で人権侵害、年20mSv 基準の撤回、など

を認めさせるまでには至りませんでしたが、その突破

口を開くことができました。 

直面しているALPS汚染水の海洋放出問題で、線量

告示違反・公衆の被ばく限度法令違反と追及し、海洋

放出の撤回を目指します。さらに、福島原発事故で

「公衆の被ばく限度年１mSvの法令」違反の被ばくを

させられたこと、それは人権侵害であること、被害者

の権利として国に補償させる要求などを広め、それを

実現する運動を作り上げることが今後の課題です。 

 

☆☆放射線審議会意見具申の引用部分☆☆ 

 

３． 年間20mSvの危険性を認めない原子力災害対策本部 

原子力災害対策本部の対応者として出席した被災者

生活支援チームは、20mSv基準は法令になく、放射線

審議会にも諮っていないと認めました。年間20mSv 

基準の危険性を示すCT検査の健康影響調査に対し

て、存在は認めましたが、「ICRP、UNSCEAR、WHO等の

国際合意されたものを採用している。」と内容の論議

に応じませんでした。「長期的に年1mSvを目指す」の

「長期」は何年規模か決まっていないと答えました。 
 

４． 「ALPS処理水の海洋放出計画」の撤回を求めて、原子力規制庁、資源エネ庁を追及 

（１）事故でまき散らされたセシウムから現在も被ば

くしており、それを含めれば年1mSvを超える。海洋放

出はできないと追及 

原子力規制庁は、福島第一原発の敷地境界では現在、

汚染水タンクからの放射線などによる追加線量が年間

0.9ｍSvなので、0.1mSv 相当の汚染水放出ができると

の見解を示しました。事故でまき散らされたセシウム

による被ばくについては、それを計算に含めることは

最後まで認めず、海洋放出できるとの見解を変えませ

んでした。 

（２）資源エネルギー庁に対し、全県的な要求のALPS

処理水長期保管の結論を早急に出せと追及 

社会的影響を含めた ALPS 処理水の取り扱いを検討

している資源エネ庁の小委員会は昨年 12 月開催以降

半年も開催されていません。資源エネ庁は「予断を持

たず検討したい。」と回答しました。これに対して福島

の参加者から、「公聴会を開催した責任を持って長期保

管の結論を出せ。」、「第2次公聴会を開け」などの要求

が出ました。 

（３）更田委員長が事あるごとに海洋放出を誘導する

発言を繰り返していることに対する追及 

福島の参加者を先頭に会場から、「やっとここまで来た

という漁民の思いを逆なでする発言だ。わかっている

のか。」、「薄めて放出することを含め、海洋放出は認め

られない。」、「誘導発言をするなと委員長に伝えよ」と、

抗議の声があがりました。 

「公衆の被ばく限度年1mSvは線量告示で担保され

ている」と認めさせたことをテコに、セシウムの被ば

くを含めれば海洋放出はできないと追及を強めましょ

う。更田委員長の発言批判を強めましょう。 
 

５． 原子力規制委員会、モニタリングポスト当面継続の方針決定 

モニタリングポスト当面継続は福島の全県的な反対運

動の成果です。9 団体も政府交渉等を通じてその一端

を担いました。 

（１）撤去方針の白紙撤回を迫りました。 

福島の参加者を中心に、モニタリングポストの必要

性を主張し、撤去方針の白紙撤回、避難指示解除地域

に新たに増設、を求めました。 

避難指示解除区域にモニタリングポストを新規増設

させましょう。きめ細かな汚染調査、再除染、子ども

の保養支援などの課題と結んで実現させましょう。 

（２）復興期間終了後の維持費確保の回答 

原子力規制庁は、「現在は復興特別会計から出ており、

復興期間終了後にどのような形になるかはわからない

が、維持費を確保する。」と回答しました。

 

連絡先  
原子力資料情報室 〒162-0065 東京都新宿区住吉町８-５曙橋コーポ２階Ｂ Tel：03-3357-3800 

ヒバク反対キャンペーン 〒666-0115 兵庫県川西市向陽台1-2-15 建部暹 Tel&Fax：072-792-4628 
  

公衆の被ばくに関する限度は、実効線量について

は年１mSv、組織に対する線量限度については、眼の

水晶体に対する線量限度を年１５mSv、皮膚に対す

る線量限度を年５０mSv とし、これを規制体系の中

で担保することが適当である。 

このためには、施設周辺の線量、排気・排水の濃度

等のうちから、適切な種類の量を規制することによ

り、当該線量限度が担保できるようにすべきである。 


